
 

 

 

避難行動に避難行動に避難行動に避難行動につつつついいいいてててて    
 

・激しい降雨時には、河川には近づかない。 

・小さい川や側溝が勢いよく流れている場合は、その上を渡らない。 

・自分がいる場所での降雨はそれほどではなくても、上流部の降雨により急激に河川の水位が上昇す

ることがあるため、大雨注意報が出た段階、上流に発達した雨雲等が見えた段階で河川敷等での活

動は控える。 

・大雨により、側溝や下水道の排水が十分にできず、浸水している場合は、マンホールや道路の側溝

には近づかない。 

・避難勧告が出されなくても、「自らの身は自分で守る」という考え方の下に、身の危険を感じたら

躊躇なく自主的に避難する。 

・市町村は、住民の安全を考慮して、災害発生の可能性が少しでもある場合、避難勧告を発令するこ

とから、実際には災害が発生しない「空振り」となる可能性が非常に高くなる。避難した結果、何

も起きなければ「幸運だった」という心構えが重要である。 

・小河川等による浸水に対しては、避難勧告が発令されないことを前提とし、浸水が発生してもあわ

てず、各自の判断で上階等への待避等を行う。 

・小河川等による浸水に際し、浸水しているところを移動することは、むしろ危険な場合が多いこと

から、孤立したとしても基本的には移動しない。 

・小河川等による浸水に際して、やむを得ず移動する場合は、浸水した水の濁りによる路面の見通し、

流れる水の深さや勢いを見極めて判断する必要がある。 

・地下空間等関係者は、大雨注意報が発令された段階から、個別にWeb情報等から雨量や雨域の移動

等を把握し、対処する必要がある。 

・小さな落石、湧き水の濁りや地鳴り・山鳴り等の土砂災害の前兆現象を発見した場合は、いち早く

自主的に避難するとともに、市町村にすぐに連絡する。 

・土砂災害危険区域等に居住していて、避難勧告が発令された時点で、既に大雨となっていて立ち退

き避難が困難だと判断される場合は、屋内でも上階の谷側に待避する。 

・避難勧告等が発令された後、逃げ遅れて、激しい雨が継続するなどして、あらかじめ決めておいた

避難場所まで移動することが危険だと判断されるような場合は、近隣のより安全な場所や建物へ移

動したり、それさえ危険な場合は、屋内に留まることも考える。 

・台風の接近や大雨により、警報・特別警報が発表された場合は、その時点での避難勧告等の発令の

状況を注視し、災害の危険性の有無を確認することが必要である。 

・暴風時の屋外移動は危険を伴うこと、海岸堤防等の倒壊等が発生したとしても屋外への避難行動が

必要とは限らないことから、高潮災害からの避難では、暴風雨の状況を勘案する必要がある。 

・沿岸部で強い揺れ又は長時間ゆっくりとした揺れを感じた者は、津波警報等の発表や避難指示の発

令を待たずに、自主的かつ速やかに避難行動をとる。 

・避難勧告等の対象とする区域はあくまでも目安であり、その区域外であれば一切避難しなくても良

いというものではなく、想定を上回る事象が発生することも考慮して、危険だと感じれば、自主的

かつ速やかに避難行動をとる。 

（資料：「避難勧告等の判断・伝達マニュアル 作成ガイドライン（案）」  

平成26年４月 内閣府（防災担当）） 

 

 


